
 第３号様式（第６条第１項関係） 

市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告部課      

     

令和５年７月３日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

令和５年７月３日（月）午後1時30分～ 本庁舎4階大委員会室 

２ 出席者 

企画政策課 村越課長、高橋主任主事 

教育支援課 榛沢参事 

学校給食センター 久古所長 

産業振興課 金井課長、冨澤係長 

都市計画課 小島課長、青木主査補 

３ 件名 

令和５年度において新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用して実施

する事業について（６月最終日補正分） 

４ 会議結果 

■ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

① 物価高騰における学校給食費の負担軽減について 

・値上げ分全額を積算しているのか。 

→年間通じて使用する５０．１４％の品目の値上げ率が４．２％と積算されたので、そ

の分を影響額として算出した。 

・保護者に対する負担軽減ということか。 

→その通りである。 

・今後の値上がり分についてはどう考えているか。 

→今後の値上がり分については、状況を精査した上で対応を検討する。 

 

② 白井市電力・ガス等価格高騰対策支援金について 

・個人事業主及び法人に支給する金額の根拠は。 

→事業者の電力及びガス代等の上昇分を見込んで積算した。 

 

③ 白井市地域公共交通（路線バス）支援金について 

・今回で何度目の支援金実施となるか。 

→令和２年度に初めて実施してから今回で５度目となる。 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や
関係課等と
の調整結果
（主な意見・
懸案事項）

□ □ □ ■ （

年代 場所 目的 手段全ての年代 その他 その他

参考情報

市内全域カテゴリー

部課名 企画財政部企画政策課

付議事案

令和5年度において新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を
活用して実施する事業について（６月最終日補正分）

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（以下「臨時交付金」）において、
令和4年度に創設された「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」（以下
「重点交付金」）については、令和5年3月29日に市への配分額1億3,764万7千円が示さ
れ、令和5年度に活用することとなった。
　本重点交付金は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事
業者を支援し、その効果が当該生活者等に直接的に及ぶ事業を対象としており、白井
市の実情に応じた事業計画を9月中に国に提出する必要があることから、各課及び議会
からの事業提案を受けたところである。

　臨時交付金を活用し、令和5年度に実施する必要がある市民や事業者等への
支援策を展開する。

以下の事業を新たに実施する。（3事業　概算計40,012千円）
【付議事業】
①物価高騰における学校給食費負担軽減事業　8,474千円
②白井市電力・ガス等価格高騰対策支援金　30,138千円
③白井市地域公共交通（路線バス）支援金　1,400千円
※地域公共交通のうちタクシーについては②で支援予定。

議員全員協議会 まで）

有 各事業による

有

令和 5 7 3

付議書（行政経営戦略会議）

議員全員協議会（R5.7月） 広報・ＨＰ等 有 各事業による

無 報道発表

今後の
スケジュール

産業振興課、都市計画課、給食センター

40,012 千円 （うち特定財源
コロナ交付金　38,872

その他財源    　722
千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

議会説明

臨時交付金を活用して行う事業について

　予算措置については、令和５年第２回市議会定例会に補正予算を提出する予定であ
るため、決定後、速やかに準備を進める必要がある。

令和5年7月11日　令和5年第2回市議会定例会に補正予算案提出
補正予算議決後、順次事業に着手
令和5年9月13日　県を通じて国に交付金実施計画の提出

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課





事業費 交付⾦充当可能額
新型コロナウイルス感染症対応地⽅創⽣臨時交付⾦ 137,647

29,429 29,429
補正第3号
（5⽉臨時）

社会福祉課
家計急変分・未申告世帯分及び事務
費超過分

28,484 28,484
補正第4号
（6⽉初⽇）

⼦育て⽀援課

価格⾼騰⽀援給付⾦（均等割のみ課税世帯） 40,861 40,861
補正第6号
（6⽉最終⽇）

社会福祉課 均等割のみ課税世帯分及び事務費

電⼒・ガス等価格⾼騰対策⽀援⾦ 30,138 30,138
補正第6号
（6⽉最終⽇）

産業振興課 市内事業者（法⼈・個⼈）への⽀援

地域公共交通⽀援⾦ 1,400 1,400
補正第6号
（6⽉最終⽇）

都市計画課 バス事業者への⽀援

学校給⾷費負担軽減事業 8,474 7,753
補正第6号
（6⽉最終⽇）

給⾷センター
給⾷センター職員や教職員分につい
ては実費負担（721千円）

△ 418
交付限度額を超過している分については⼀般財源を充当

新型コロナウイルス感染症対応地⽅創⽣臨時交付⾦

事業名 収⼊（千円）
⽀出（千円）

補正予算番号 担当課 備考



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や
関係課等と
の調整結果
（主な意見・
懸案事項）

□ □ □ ■ （

年代 場所 目的 手段小・中学生、高校生 学習・教育 補助

参考情報

市内全域カテゴリー

部課名 教育部　　学校給食センター

付議事案

令和５年度において新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し
て実施する事業について（６月最終日補正分）（①物価高騰における学校給食費の
負担軽減について）
【現状】
物価高騰による、学校給食の賄材料費の値上げに伴い、令和5年度分について、
賄材料費の値上げ相当分を公費負担としているところであるが、現在も物価高騰に
よる、学校給食の賄材料費の値上げが続いており、年間を通じて使用する賄材料
費の上昇率が４．２０%と見込まれる状況となっている。
【課題】
賄材料費の値上げにより、保護者からの学校給食費での学校給食の量や質の維持
が課題となっている。

物価高騰による、学校給食の賄材料費の値上げに伴い、学校給食の量や
質を維持するため、賄材料費の値上げ相当分の給食費を保護者の負担と
せず、市の負担により、保護者等の負担軽減を図る。

令和５年度の公費負担分以外の賄材料費の上昇による影響分を給食費に
反映し、影響額相当分を以下の方法で実施し保護者等の負担軽減を図る。
〇学校給食センター分
　一般会計予算における歳出の賄材料費の影響額相当分を人数・月数で
積算し増額補正。
〇桜台小・中学校分
　影響額相当分を人数・月数で積算し各学校に対し補助金として交付す
る。

議員全員協議会 まで）

無

有

令和 5 7 3

付議書（行政経営戦略会議）

議員全員協議会（R5.7月） 広報・ＨＰ等 無

無 報道発表

今後の
スケジュール

8,474 千円 （うち特定財源
コロナ交付　7,753
その他財源　　721

千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

議会説明

上記事業の実施の可否について

令和５年７月３日　　行政経営戦略会議
令和５年７月　　　　　令和５年第２回定例会において補正予算の追加上程
令和５年７月　　　　　議決
令和５年９月以降　　事業の実施

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

市民参加

付議書公表

関係法令等

事業費

関係課



物価⾼騰における学校給⾷費の負担軽減について 
事業⽬的 物価⾼騰による、学校給⾷の賄材料費の値上げに伴い、令和 5 年度分

について、賄材料費の値上げ相当分を公費負担としているところであ
る。しかしながら現在も物価⾼騰による、学校給⾷の賄材料費の値上げ
が続いている状況であり、学校給⾷の質及び量を維持するため、物価⾼
騰分の給⾷費を保護者の負担とせず、令和 5 年度公費負担分以外の追加
の市の負担により、保護者の負担軽減を図る。 

 
実施主体 市 
対象 学校給⾷費を負担している保護者 
実施⽅法 賄材料費の上昇による影響分を給⾷費に反映し、すでに予算化してい

る令和 5 年度公費負担分以外の追加の影響額相当分を以下の⽅法で実施
し保護者の負担軽減を図る。 

 
学校給⾷センター分  ⼀般会計予算における歳出の賄材料費の追加

影響額相当分を⼈数・⽉数で積算し増額補正。 
           
桜台⼩・中学校分   追加影響額相当分を⼈数・⽉数で積算し各学校

に対し補助⾦として交付する。  
         

追 加 影 響 額 相
当額 

年間を通じて使⽤する賄材料費の上昇率が４．２０%と⾒込まれるこ
とから、上昇率を給⾷費に反映し、令和 5 年度公費負担分以外の追加の
影響額相当分を市負担額として設定した。 

影響額相当額 ８，４７３，７９９円 
（内教職員等による負担額７２１，６４６円） 

交付⾦充当額 
（⾒込み） 

センター⼩学校分  ４，１１５，１２３円 
センター中学校分  ２，８１８，１００円 
桜台⼩学校分      ５０５，６８０円 
桜台中学校分      ３１３，２５０円 
合 計       ７，７５２，１５３円 
 

 



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や
関係課等と
の調整結果
（主な意見・
懸案事項）

□ □ □ ■ （

目的 産業・雇用 手段 給付

令和 5 7 3

付議書（行政経営戦略会議）

無

部課名 市民環境経済部産業振興課

令和５年度において新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し
て実施する事業について（６月最終日補正分）（②白井市電力・ガス等価格高騰対
策支援金について）
　長期化する新型コロナウイルス感染症の影響で、原油価格及び物価が高騰し、経費
が増大している中小企業等に対し、令和4年度に支援をしているが、引き続き電力・ガ
ス代等の高騰が市内事業者の経営を圧迫していることから、支援する必要がある。

　電力及びガス代等の高騰による影響を受ける経費が増大している中小企業
等を支援する。

部分非 時限非付議書公表 公開

　一定の要件を満たした中小企業等に対し、「白井市電力・ガス等価格高騰対
策支援金」を支給する。

上記事業の実施の可否について

対象者等への支給可能残額の周知方法の検討

・令和５年７月　令和５年度第２回市議会定例会にて補正予算を追加上程、予算議決
・令和５年８月　周知　・令和５年９月　申請開始

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

Ｒ5.9.１号

条例規則

付議事案

スケジュール

市民参加 無

議員全員協議会 まで）

議会説明 有 議員全員協議会（R5.７月）広報・ＨＰ等 有

報道発表 無

非公開

参考情報

カテゴリー 年代 すべての年代 場所

関係法令等

関係課 企画政策課
事業費 30,138 千円 （うち特定財源 29,720 千円）

市内全域



-白井市電力・ガス等価格高騰対策支援金の概要- 

 

〇事業の概要 

 ・電力及びガス代等の高騰により影響を受ける事業者の負担軽減に資するため、要

件に該当する事業者に対し、個人事業主に５万円、法人に１０万円の支援金を予

算の範囲内において支給する。 

 

〇事業総額（予算） 

  支援金：３０，０００，０００円 

  振込手数料：４９，５００円    総額３０，１３７，３００円 

  通信運搬費：３７，８００円 

  消耗品費： ５０，０００円 

 

〇支援金の対象者 

 ・市内の中小企業、小規模事業者、個人事業主。 

中小企業基本法第２条第１項における会社及び個人、社会福祉法人、医療法

人、特定非営利活動（ＮＰＯ）法人、一般社団法人、公益社団・財団法人また

は組合。 

 ・前年度の事業収入が１０３万円を超えること。 

   ※事業収入が主たる収入であること。 

 ・支援金支給後においても事業を継続する意思があること。 

 ・法令及び公序良俗に反していないこと。 

 ・暴力団排除条例に反していないこと。 

   ※宗教法人、政治団体、公営法人及び一部の風営法事業者を除く。 

※創業1年未満の事業者又は申告義務が発生していない事業所等については、

特例を設けます。 

 

〇支援金の対象事業 

 ・業種を絞らず全ての業種が対象 

   ※白井市地域公共交通支援事業対象業者を除く。 

 

〇支給額 

 ・個人事業主に５万円、法人に１０万円。 

 

〇周知方法 

 ・ホームページに掲載。 

・窓口用のチラシを作成。 

・広報掲載。 



・メール配信 

・商工会、白井工業団地協議会、西印旛農協に周知。 

・商工会『ゆつぎ』、西印旛農協『かけはし』、工業団地協議会『会報』に折込依頼。 

 

〇申請方法、期間及び支払方法 

 ・申請方法：郵送及び窓口（当日必着） 

 ・申請期間：令和５年９月１５日から令和５年１１月１５日まで 

       （2 か月間） 

 ・支払方法：随時行います。 

 

〇参考 

 ・支給想定事業者数：個人２００件、法人２００件 

  ※R４年度の支援金等申請実績：個人１００件、法人１５０件） 

 ・支援金支給事業は職員等で対応 

  



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を要
する事項）

部内会議や関
係課等との調
整結果（主な意
見・懸案事項）

□ □ □ ■ （

令和 5 7 3

付議書（行政経営戦略会議）

部課名 都市計画課交通政策班

令和５年度において新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し
て実施する事業について(６月最終日補正分)(③白井市地域公共交通(路線バス)支
援金について)

　地域公共交通（路線バス）は市民の「くらしの足」のために事業を継続する必
要があることから、市では、新型コロナウイルス感染拡大により事業者への影響
が生じた令和2年度から、継続的に支援金を支出してきた。
　現在、新型コロナウイルス感染症のまん延時と比べ、利用客数は回復傾向にあ
るものの、原油価格高騰による燃料費への影響が続いている。
　このため、一部の路線バス事業者は令和5年7月に運賃を値上げることで運送収
入の増加を図っているほか、千葉県においても支援を行っているが、依然として
事業者の経営は非常に厳しい状況に置かれている。
　また、関東運輸局から交付金を活用した事業者支援の依頼のほか、千葉県バス
協会から支援の要望、議会から事業者支援の提案が挙げられており、市において
も対応を検討する必要がある。

付議事案

　原油価格高騰による燃料費高騰の影響を受けながら市内の運行を継続す
る路線バス事業者に対して支援を行うことで、本市における地域公共交通
を維持し安定的な運行及び市民の日常的な移動手段を確保する。

路線バス事業者に対して支援金を支給する。
市内に停留所を有する路線数（7路線）×20万円

上記事業の実施の可否ついて

今後の
スケジュール

予算議決後、速やかに交付要綱の改正を行い、事業を実施する。

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

条例規則

議会説明 有 議員全員協議会（R5.7月） 広報・ＨＰ等 有

地域公共交通は、市内における重要な交通資源であり、燃料費高騰により厳しい
経営状況が続いているため、引き続き事業継続の支援が必要である。

無 報道発表 無

市民参加 無

付議書公表 公開 非公開 部分非 時限非 議員全員協議会 まで）

HP（R5.8月）

市内全域 目的 都市・交通 手段

参考情報

関係法令等

関係課

事業費 1,400 千円

補助

1,400 千円）

カテゴリー 年代 全ての年代

（うち特定財源

場所


